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新 … 本 年 度 か ら の 新 規 事 業

継 … 前 年 度 以 前 か ら の 継 続 事 業

拡 … 前 年 度 以 前 か ら 拡 充 し た 事 業

※ 詳しくは「平成28年度当初予算(案)の概要」にある「予算説明資料の見方」をご覧ください。

この内容に関するお問い合わせは …

　　〒786-8501　高知県高岡郡四万十町琴平町16-17

　四万十町役場　総務課（財政班）

　　　電　話　0880－22－3111（代表）
　　　Ｆａｘ　0880－22－3123
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【 一般会計 】 単位： 千円

款 項 目
整理
No.

創生総
合戦略

予 算 額
説　明
ページ

別添資料
ペ ー ジ

所　管　課

2 1 6 1 4,744 1 企画課

2 1 7 2 ④ 22,800 1 14～15 企画課

2 1 8 3 2,790 2 危機管理課

3 1 2 4 1,911 2 健康福祉課

3 1 6 5 927 3 健康福祉課

4 1 6 6 1,873 3 町民環境課

6 1 3 7 5,908 4 農林水産課

6 1 3 8 3,220 4 農林水産課

6 1 3 9 ① 764 5 農林水産課

6 1 3 10 ① 2,400 5 農林水産課

6 1 3 11 293 6 農林水産課

6 1 3 12 3,000 6 農林水産課

6 1 3 13 ① 1,830 7 農林水産課

6 2 2 14 9,939 7 農林水産課

6 2 2 15 22,351 8 農林水産課

7 1 3 16 4,760 8 商工観光課

7 1 3 17 1,055 9 商工観光課

7 1 3 18 1,924 9 商工観光課

7 1 3 19 3,000 10 商工観光課

9 1 5 20 35,663 10 危機管理課

9 1 5 21 54,090 11 危機管理課

10 2 1 22 27,281 11 学校教育課

10 3 1 23 44,222 12 学校教育課

10 3 1 24 11,000 12 学校教育課

10 4 1 25 ④ 1,160 13 生涯学習課

10 4 5 26 29,749 13 生涯学習課

【基金・地方債・普通交付税の状況】

16 財政班

17 財政班

18 財政班

19 財政班

20 財政班

21 財政班

22 財政班平成28年度「四万十町」普通交付税の状況

配食サービス事業

政策的主要事業等一覧（目次）

事 業 名

県職員住宅等取得事業

人材育成推進事業

街頭防犯カメラ等設置事業

介護ロボット等導入支援特別事業

中山間地域等直接支払事業

こうち農業確立総合支援事業

複合経営拠点支援事業

新規就農者定着促進事業（新規就農研修支援事業）

土佐茶産地育成事業

農業クラスター支援事業

栗再生プロジェクト推進事業

自伐林業者等育成支援事業

四万十ヒノキ利用促進大正集成材工場展示場整備事業

国際観光受入環境整備事業

床鍋公衆トイレ改修事業

松葉川温泉改修事業

奥四万十博覧会推進事業

興津地区津波対策高台用地整備事業

耐震化促進事業

窪川小学校外壁補修事業

窪川中学校外壁補修事業

十川中学校防球ネット等改修事業

放課後子どもプラン推進事業

四万十会館空調システム改修事業

平成28年度「ふるさと支援基金」充当先一覧

二酸化炭素排出削減促進事業

各種基金の状況（全会計）

平成28年度「特定目的基金」充当先一覧

地方債残高見込（全会計）

平成28年度「地方債」発行限度額及び充当先一覧

地方債発行額及び公債費等の推移（一般会計）

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げる基本目標 
 ①地域の特性を生かした雇用を創出する 
 ②四万十町への新しい人の流れをつくる 
 ③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 
 ④時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る 



平成28年度９月補正予算資料

単位：千円

単位：千円

全
体
計
画
等

　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

(4)  ② 都市住民との交流の促進 32 

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平26 平27 平28 平29 平30 計

0 0 4,744 0 0 4,744 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

土地取得費　1,730,000円
・四万十町昭和634番地1外　488.31㎡

住居取得費　3,013,200円
・鉄筋コンクリート造2階建　延べ床面積　121.44㎡

　　　　　　　合計　4,743,200円

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

他 施設等整備基金繰入金 4,700 

計 4,744 0 0 0 4,700 44 
■ 事業の目的(趣旨)

　本町昭和地区にある高知県職員住宅は、町（十和地域振興局）が県
より平成25年度に借り受け、Ｉターン希望者等の中期的な住宅として
運営（貸付け）を行っている。この住宅は、鉄筋コンクリート造の1棟
4戸となっており災害にも強く、駐車場も4区画整備され、単身者が生
活できるスペースが整っており、引き続き若者を中心とした中核的な
移住定住促進施設として活用するために取得する。

既決 0 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 4,744 4,700 44 17 県職員住宅等取得費 4,744 

目 6 目名 企画費
事　業　名 県職員住宅等取得事業 所 管 課 名 企画課(十和地域振興課)

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 22 ページ　　～ 22 ページ

住民自らの手による地域づくり促進 58 

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平26 平27 平28 平29 平30 計

　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

(4)  ④

ふるさと支援基金繰入金 30,900 
過疎地域自立促進特別事業基金繰入金 ▲ 8,100 

○公設塾の開設経費内訳
　・賃金＋講師謝金：1,277千円（マイクロ運転、時間講師謝金）
　・運営支援委託料：11,500千円（塾長1名、講師2名、経営指導）
　　　　　　　　　［講師4名：地域おこし協力隊（別計上）］
　・備品購入費：3,871千円（机・椅子、タブレット、パソコン等）
　・その他事務費：334千円（消耗品、教材費、通信費）
○その他人材育成推進費（施設改修含む）
　・事務所改修等2,968千円＋事務費等2,850千円＝5,818千円

その他事務費 238 

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

他

○高校応援大作戦
　 行政懇談会（6・7・11月）
　 大学オープンキャンパス見学（7・8月）
　 公設塾11月１日オープン（予定）
○人材育成支援計画素案づくり（12月）

全
体
計
画
等

0 10,018 32,986 38,500 38,500 120,004 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 18 公設塾備品購入費 3,871 

改善センターネットワーク構築委託料 396 
15 改善センター事務所改修工事費 2,200 

　将来の魅力あるまちづくりを支える人材の育成を効率的かつ継続的
に推進するため、事業主体の形成や効果的な推進体制の構築を目指
す。また、次代を担う人材育成の場である町内高校の魅力化・活性化
に向け、学力向上を柱とする公設塾の開設など、新たな支援策「四万
十町高校応援大作戦」を展開していく。

9 普通旅費 357 
11 修繕料 468 
13 公設塾運営支援業務委託料 11,500 

14～15

32,900 86 7 マイクロバス運転手賃金 557 
■ 事業の目的(趣旨) 8 講師等謝金 720 

22,800 0 1 人材育成推進室嘱託職員報酬 2,493 
計 32,986 0 0 0 

10,100 86 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 22,800 

予算書頁 23 ページ　　～ 24 ページ

既決 10,186 

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
拡 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

人材育成推進費
事　業　名 人材育成推進事業 創 所 管 課 名 企画課(人材育成推進室)

(政策的主要事業等の概要説明資料)

会　計　名 一般会計 款 2 項 1 目 7 目名

会　計　名 一般会計 款 2 項 1

－ 1 －



平成28年度９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

単位：千円

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
拡 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

今回 1,911 

2,600 71 

目 2 目名 老人福祉費
事　業　名 配食サービス事業 所 管 課 名 健康福祉課

会　計　名 一般会計 款 3 項 1

760 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

予算書頁 28 ページ　　～ 28 ページ

既決 760 

■ 事業の目的(趣旨)

2,600 ▲ 689 13 配食サービス事業委託料 1,911 
計 2,671 0 0 0 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　食事の確保が困難な高齢者等に対し、定期的な訪問による栄養バラ
ンスのとれた食事の提供と安否確認を行う配食サービスを実施するこ
とにより、自立した生活を確保する。

ふるさと支援基金繰入金 2,600 

　調理が困難な高齢者等の自宅に食事を配食する。高齢者等本人の必
要性に応じてケース会議にて公費負担での利用回数等を決定する。1食
350円を上限に公費負担（別途300円以上は自己負担）する。
【概算】15人×350円×2食×182日＝1,911,000円（なお、1日1食の人
もいれば3食の人もいる。また、1週間に3日だけ配食する人など、それ
ぞれのケースに応じて対応する。）
　事業の対象者は、町内に住所を有し、身体上、精神上、環境上の理
由で調理が困難な者等

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

他

530 407 2,671 4,599 6,132 14,339 

高齢者や障害者に優しいまちづくりの推進 127 

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平26 平27 平28 平29 平30 計
 四万十町配食サービス事業実施要綱

全
体
計
画
等

【H28】 15人×350円×2食×182日＝1,911千円
【H29】 18人×350円×2食×365日＝4,599千円
【H30】 24人×350円×2食×365日＝6,132千円
【H31】 30人×350円×2食×365日＝7,665千円

　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

(2)  ⑥

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 8 目名 地域安全推進費
事　業　名 街頭防犯カメラ等設置事業 所 管 課 名 危機管理課

会　計　名 一般会計 款 2 項 1

0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 2,790 1,600 

予算書頁 24 ページ　　～ 24 ページ

既決 0 

0 1,190 
■ 事業の目的(趣旨)

1,190 15 街頭防犯カメラ等設置工事費 2,790 
計 2,790 0 1,600 0 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　街頭犯罪の発生抑止及び子どもの通学路等の安全を守るため街頭防
犯カメラ等を設置し、地域の防犯活動の活性化及び安全安心な町づく
りの実現を図る。

全
体
計
画
等

　H28年度…4箇所
　H29年度…4個所
「高知県街頭防犯カメラ等設置支援事業費補助金交付要綱」
　・実施期間…H28年4月～H29年5月

　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱

 街頭防犯カメラ等設置支援事
 業費補助金

1,600 

　町内4小学校（窪川、仁井田、北ノ川、十川）の校門付近にそれぞれ
録画機能付子ども見守りカメラを設置。

●子ども見守りカメラ　697,500円×4台＝2,790,000円
・子どもの通学路、遊び場等における安全を確保するため、特定の場
所に継続的に設置し公共空間を撮影するもので、画像の閲覧・提供に
ついては、法令に基づく請求、捜査機関から犯罪捜査の目的による要
請、個人の生命、身体又は財産の安全を守るため、緊急かつやむを得
ないと認める場合に、警察官又は生命、身体又は財産の安全を守る行
政機関の職員が立ち会いのもと行う。

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

県

 高知県街頭防犯カメラ等設置支援事業費補助金
 交付要綱0 0 2,790 2,790 0 5,580 

平26 平27 平28 平29 平30 計

番号

(1)  ④ 災害に備える安全のまちづくり -

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

－ 2 －



平成28年度９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

単位：千円

全
体
計
画
等

　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

(1)  ① 人と自然が共生する地域づくり

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平26 平27 平28 平29 平30 計

0 0 1,873 - - 1,873 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　平成22年4月に温室効果ガスの排出抑制等のため「四万十町地球温暖

化対策実行計画」を策定しＣＯ2削減に努めている。具体的な取り組み
の一つとしてクールビズ、ウォームビズの推進や、公共交通機関への
利用転換等この計画に明記し電気使用量の削減とともに二酸化炭素排
出量削減に向けた取り組みを行う。
○啓発映像の制作放映：ケーブルテレビで放送
　　　　　　　　　　　ＤＶＤを作成し、関係団体・各学校へ配布
○啓発用チラシ等作成：町内事業所にて掲示、町内イベント時に配布
○公共交通機関の利用促進：ポスターチラシ配布（事業所、町民）

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

他 二酸化炭素排出抑制対策事業費補助金 1,873 

計 1,873 0 0 0 1,873 0 
13

 二酸化炭素排出削減促進啓発
 用映像制作委託料

842 
■ 事業の目的(趣旨)

　本町の地域特性に合った地球温暖化対策を推進するため、町内事業
所と連携した啓発、運動を展開し、温室効果ガスの排出削減目標を定
め、町民一人ひとりが日常生活から取り組み、継続していくことを目
的とする。

既決 0 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 1,873 1,873 0 11 印刷製本費 1,031 

会　計　名 一般会計 款 4 項 1 目 6 目名 環境衛生費
事　業　名 二酸化炭素排出削減促進事業 所 管 課 名 町民環境課

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 36 ページ　　～ 36 ページ

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 6 目名 介護保険事業費
事　業　名 介護ロボット等導入支援特別事業 所 管 課 名 健康福祉課

会　計　名 一般会計 款 3 項 1

0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 927 927 

予算書頁 28 ページ　　～ 28 ページ

既決 0 

0 0 
■ 事業の目的(趣旨)

0 19 介護ロボット等導入支援事業費補助金 927 
計 927 927 0 0 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　介護サービス事業者が介護ロボットを導入する際の経費の一部を助
成することにより、介護ロボットの使用による介護従事者の負担の軽
減を図るとともに、その実際の活用モデルを他の介護サービス事業者
に周知することにより、介護ロボットの普及による働きやすい職場環
境の整備により、介護従事者の確保に資することを目的とする。

927 

・介護従事者の負担軽減に資する介護ロボットの導入を補助する。（介
　護ロボット購入費（リースの場合は１年分の費用に限る）、所期設定
　費）
・事業対象者は、介護保険サービスの指定を受けている施設・事業所で、
　介護従事者負担軽減のための介護ロボット導入計画の作成が必要。
・日常生活支援における移乗支援、異動支援、配席支援、見守り、入浴
　支援で利用する介護ロボットが対象。

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

国 地域介護・福祉空間整備推進交付金

0 0 927 - - 927 

高齢者や障害者に優しいまちづくりの推進 -

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平26 平27 平28 平29 平30 計
 介護ロボット等導入支援特別事業実施要綱

全
体
計
画
等

　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

(2)  ⑥

－ 3 －

-



平成28年度９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

単位：千円

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 3 目名 農業振興費
事　業　名 中山間地域等直接支払事業 所 管 課 名 農林水産課

会　計　名 一般会計 款 6 項 1

68,527 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 5,908 4,810 

予算書頁 39 ページ　　～ 40 ページ

既決 272,530 204,003 

1 69,624 8 中山間直接支払検討会委員謝金 ▲ 30 
■ 事業の目的(趣旨) 9 費用弁償 ▲ 7 

1 1,097 7 臨時賃金 ▲ 1,206 

計 278,438 0 208,813 0 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

19 中山間地域等直接支払交付金 7,471 
23 県支出金過年度分返還金 1 

　中山間地域等において、多面的機能能を確保するため、集落協定に
基づき、5年間以上継続して行われる農業生産活動等の取り組みを支援
(国1/2、県1/4、町1/4)。当制度は平成12年度から実施、平成27年度か
ら法制化され、日本型直接支払制度の一環として平成27年度から平成
31年度までの第4期対策がスタートした。また、この交付金の推進及び
事務の円滑化を図るための推進費を利用している。

11 消耗品費 ▲ 120 
燃料費 ▲ 150 

12 通信運搬費 ▲ 51 

中山間地域等直接支払交付金 4,810 
他 中山間地域等直接交付金返還金 1 

　各集落協定から事業計画の変更申請が提出され、面積の追加や加算
措置への取り組みの増加、休止協定の復活等があったための増額。
　また、協定農用地への後継者住宅の建築等による一部除外のための
償還金の追加。

・交付対象面積　　　　1634.4ha
・交付金額　　　　　　273,331,823円（補正後）
・償還金(1件分)　　　 1,000円（県への償還）

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

県

251,942 270,605 278,438 - - 800,985 

人と自然に優しい農業の推進 146 

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平26 平27 平28 平29 平30 計
 四万十町中山間地域等直接支払交付金交付要綱

全
体
計
画
等

H28～31年度 … 集落協定変更申請受付等
H29年度 … 第4期対策中間年評価
H31年度 … 第4期最終年度　達成状況確認等

　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

(3)  ①

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 3 目名 農業振興費
事　業　名 こうち農業確立総合支援事業 所 管 課 名 農林水産課

会　計　名 一般会計 款 6 項 1

1,041 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 3,220 1,610 

予算書頁 40 ページ　　～ 40 ページ

既決 2,082 1,041 

0 2,651 
■ 事業の目的(趣旨)

1,610 19 養液栽培等施設整備事業費補助金 3,220 
計 5,302 0 2,651 0 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　事業主体が自主的、主体的に実施する農業振興策を支援することに
よって、町内の各地域の特性を活かした農業の確立を図る。

こうち農業確立支援事業費補助金 1,610 

　養液栽培システム等整備（ミョウガ）は、認定農業者3名の追加申請
に基づき、事業費の増額分を追加計上する。
　
　◆当初予算1,600千円－負担行為済額847千円＝予算残額753千円
【追加分】
　◆総事業費23,342千円　補助金3,973千円（県・町各1/10）
【9月補正】
　◆追加分補助金3,973千円－予算残額753千円＝補正額3,220千円

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

県

16,406 28,230 5,302 - - 49,938 

人と自然に優しい農業の推進 141 

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平26 平27 平28 平29 平30 計  四万十町こうち農業確立総合支援事業費補助金
 交付要綱

全
体
計
画
等

　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

(3)  ①

－ 4 －



平成28年度９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

単位：千円

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 3 目名 農業振興費
事　業　名 複合経営拠点支援事業 創 所 管 課 名 農林水産課

会　計　名 一般会計 款 6 項 1

0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 764 500 

予算書頁 39 ページ　　～ 40 ページ

既決 0 

0 264 9 研修旅費 64 
■ 事業の目的(趣旨) 14 バス借上料 500 

264 8 講師等謝金 200 
計 764 0 500 0 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　地域農業の核となる広域的な法人経営体が、地域農業の維持・活性
化を図るための取り組み。中山間地域の農業を支え、競争力を高める
仕組みづくり等組織の育成及び強化を図るとともに、複合経営拠点構
築のために必要な農業用機械・施設整備等を支援する。

複合経営拠点支援事業費補助金 500 

【ハード事業】
○農業用機械・施設整備事業 : 複合経営拠点のために整備する農業用
機械・施設整備費に対しての補助
【ソフト事業】
○複合経営拠点推進事業 : 取組参考事例視察等を実施する際のバスの
借上料や講師等謝金に対して定額補助

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

県

0 0 764 30,750 7,417 38,931 

人と自然に優しい農業の推進 132

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平26 平27 平28 平29 平30 計
 町複合経営拠点支援事業費補助金交付要綱

全
体
計
画
等

H28→ソフト事業を導入し、中山間地域の農業を支える組織の事
業計画の作成等を実施する。
H29→ハード事業を導入し、複合経営拠点として必要な農業用機
械・施設整備を実施する。

　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

3 ①

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
拡 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 3 目名 農業振興費
事　業　名 新規就農者定着促進事業（新規就農研修支援事業） 創 所 管 課 名 農林水産課

会　計　名 一般会計 款 6 項 1

2,600 97 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 2,400 1,200 

予算書頁 40 ページ　　～ 40 ページ

既決 7,637 4,940 

3,800 97 
■ 事業の目的(趣旨)

1,200 0 19 新規就農研修支援事業費補助金 2,400 
計 10,037 0 6,140 0 

■ 補正後内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　町内の意欲ある新規就農希望者の状況やニーズに応じて、専門的な
技術の提供と研修補助金及び研修受入農家等の謝金を支給することに
より、就農の不安解消と営農意欲の向上を図り、スムーズな就農と早
期の経営安定化につなげ、地域の担い手として定着させ、本町の農業
振興の活性化を図る。

新規就農研修支援事業費補助金 1,200 
他 過疎地域自立促進特別事業基金繰入金 1,200 

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

県

新規就農研修支援事業費補助金
【研修生】（専業農家育成区分）
・18歳～45歳未満　25千円×12月×1名＝300千円（県2/3）
・45歳～65歳未満　150千円×12月×1名＝1,800千円（県2/3）
【研修生】（条件不利地就農者育成区分）
・18歳～65歳未満　120千円×12月×2名＝2,880千円（県1/2）
【受入農家】50千円×12月×4名＝2,400千円（県10/10）
　傷害・農機具共済掛金　年額64,200円×4農家≒257千円
　親元就農研修支援事業費補助金1,200千円×2名＝2,400千円（県1/2）

0 2,550 10,037 7,637 7,637 27,861 

人と自然に優しい農業の推進 136 

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平26 平27 平28 平29 平30 計
  町新規就農研修支援事業費補助金交付要綱

全
体
計
画
等

平成22年度に県単補助事業を活用し事業導入。24年度から「人・農地
プラン」関連事業として、45歳未満の研修生については、青年就農給
付金（準備型）の国事業が創設され、国・県事業を活用して実施。平
成28年度より条件不利地就農者育成区分と親元就農研修支援事業を実
施する。

　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

(3)  ①

－ 5 －



平成28年度９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

単位：千円

0 0 3,000 3,000 - 6,000 

人と自然に優しい農業の推進 -

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平26 平27 平28 平29 平30 計

全
体
計
画
等

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

(3)  ①

Ｈ28…アドバイザー支援事業
Ｈ29…四万十町農業クラスター計画策定事業（次世代クラスター）

農業クラスター支援事業費補助金 3,000 

アドバイザー支援事業費補助金
3事業者×1,000千円＝3,000千円

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

県

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　本年度より操業開始した次世代園芸施設を運営する3業者の経営安定
のため、四万十町次世代型ハウス・農業クラスター促進事業費補助金
交付要綱により、アドバイザーへの委嘱費に補助を行う。

0 0 
■ 事業の目的(趣旨)

0 19 アドバイザー支援事業補助金 3,000 
計 3,000 0 3,000 0 

0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 3,000 3,000 

予算書頁 40 ページ　　～ 40 ページ

既決 0 

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 3 目名 農業振興費
事　業　名 農業クラスター支援事業 所 管 課 名 農林水産課

会　計　名 一般会計 款 6 項 1

0 606 293 500 - 1,399 

人と自然に優しい農業の推進 -

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平26 平27 平28 平29 平30 計

全
体
計
画
等

　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

(3)  ①

土佐茶産地育成事業費補助金 293 

　〇土佐茶産地育成事業補助金　293,000円
　　　事 業 費　632,880円（税込み）
　　　補 助 金　事業費（税抜き）×1/2（県1/2・町0）
　　　実施主体　高知はた農業協同組合十和支所
　　　事業内容　販売促進資材、オリジナルギフト箱の整備

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

県

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　十和地域には、野菜園芸・水稲と合せて特産品であるお茶を含めた
総合経営で生計を営んでいる農家が多いが、近年の荒茶価格は低迷が
続き、老木化や新病害虫の影響等により、収量・品質は低下し、生産
意欲の減退が起こっている。昨年度の新デザインの茶缶等の作製に引
き続き、今回、ギフト箱や販売促進資材を整備することで、土佐茶ブ
ランドへの貢献と、農家所得の向上、産地維持を図る。

0 0 
■ 事業の目的(趣旨)

0 19 土佐茶産地育成事業補助金 293 
計 293 0 293 0 

0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 293 293 

予算書頁 40 ページ　　～ 40 ページ

既決 0 

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 3 目名 農業振興費
事　業　名 土佐茶産地育成事業 所 管 課 名 農林水産課(十和地域振興課)

会　計　名 一般会計 款 6 項 1

－ 6 －



平成28年度９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

単位：千円

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 3 目名 農業振興費
事　業　名 栗再生プロジェクト推進事業 所 管 課 名 農林水産課(十和地域振興課)

会　計　名 一般会計 款 6 項 1

0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 1,830 496 

予算書頁 40 ページ　　～ 40 ページ

既決 0 

1,333 1 19 四万十の栗剪定事業費補助金 1,333 
■ 事業の目的(趣旨)

1,333 1 13 栗クラスター計画策定委託料 497 
計 1,830 0 496 0 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　本事業は、平成21年度に四万十の栗の普及等を目的に大正・十和・
四万十市西土佐地域の生産者及び関係団体によって組織された協議会
が取り組むプロジェクトである。これまで、新たな生産団体を立上
げ、園地及び生産数量の拡大、販売施設の整備等に取り組んできた
が、今後は、更なる生産数量の拡大と加工施設等の整備を図ることで
販路を広げ、農家所得の向上を目指す。

農業クラスター支援事業費補助金 496 
他 ふるさと支援基金繰入金 1,333 

〇栗クラスター計画策定委託料　497,000円
　　事業費等　497,000円（100％）
　　事業内容　県クラスター事業活用に必要なクラスター計画策定
〇四万十の栗剪定事業費補助金　1,333,000円
　　事業費等　2,000,000円×補助率2/3
　　実施主体　四万十の栗再生プロジェクト推進協議会
　　事業内容　栗の剪定、講習等の実施に対する補助事業

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

県

0 0 1,830 61,000 666 63,496 

人と自然に優しい農業の推進 221 

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平26 平27 平28 平29 平30 計

全
体
計
画
等

Ｈ28…クラスター計画策定、剪定補助（補助率2/3）
Ｈ29…ペースト工場整備、剪定補助（補助率1/2）
Ｈ30…剪定補助（補助率1/3）

　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

(3)  ①

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
拡 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 2 目名 林業振興費
事　業　名 自伐林業者等育成支援事業 所 管 課 名 農林水産課

会　計　名 一般会計 款 6 項 2

1,800 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 9,939 

予算書頁 42 ページ　　～ 42 ページ

既決 1,800 

11,739 0 
■ 事業の目的(趣旨)

9,939 0 19 自伐林業者等育成支援事業費補助金 9,939 
計 11,739 0 0 0 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　森林整備の促進による原木生産拡大や未利用材など、木質バイオマ
ス資源の有効活用に向けて森林所有者、地域生産者組織及び生産者団
体など小規模林業を実践する者を対象に、森林整備に必要な林業機械
レンタルや購入の費用、間伐や作業道開設に対して支援する。

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

全
体
計
画
等

　森林所有者等自伐林家育成支援を行い、未整備森林対策、木質
資源の有効活用による林業収入の確保など、地域内での資源循環
システムを構築していく。

　

理念 施 策 の 大 綱

ふるさと支援基金繰入金 9,939 

■自伐林業者等育成支援事業
①林業機械レンタル事業　バックホウ、ダンプ等　1,875千円
②林業機械購入事業　バックホウ等3台　3,000千円
　　　　　　　　　　チェンソー10台　 　500千円
③間伐支援事業　　　面積　4ha　　    　244千円
④作業道開設事業　　2800ｍ　　　     4,320千円
　
                               合計　9,939千円

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

他

 自伐林業者等育成支援事業費補助金交付要綱
0 1,782 11,739 10,000 10,000 33,521 

平26 平27 平28 平29 平30 計

番号

(3)  ②
 四万十方式高密度作業路網をはじめ地
 域の持ち味を活かした林業の振興

-

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

－ 7 －



平成28年度９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

単位：千円

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 2 目名 林業振興費
事　業　名 四万十ヒノキ利用促進大正集成材工場展示場整備事業 所 管 課 名 農林水産課

会　計　名 一般会計 款 6 項 2

0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 22,351 22,351 

予算書頁 42 ページ　　～ 42 ページ

既決 0 

0 0 
■ 事業の目的(趣旨)

0 19 大正集成材工場展示場整備事業補助金 22,351 
計 22,351 0 22,351 0 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　高知県産業振興計画地域アクションプランに計画された、四万十町
森林組合が実施する四万十ヒノキの利用促進、流通販売等拠点施設と
なる展示場整備を支援する。ヒノキカグの展示や大手家具メーカー等
との商談など新しい営業活動を展開し積極的な「四万十ヒノキ」利用
販売促進に取り組む。
　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

全
体
計
画
等

　伐採から加工販売まで一連の工程を有する森林組合において、
これまでの県外への営業活動に加え、地元での製品展示による商
談やワークショップの開催等、地域との連携もすすめ経営強化を
図る。

　

理念 施 策 の 大 綱

産業振興推進総合支援事業費補助金 22,351 

展示場建築工事（木造平屋建　147㎡）
○総事業費　36,210千円
（設計費3,620千円、建築工事費26,102千円、諸経費6,488千円）

○補助金内訳　　県（2/3）：22,351千円
　

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

県

産業振興推進総合支援事業費補助金交付要綱
0 0 22,351 - - 22,351 

平26 平27 平28 平29 平30 計

番号

(3)  ②
 四万十方式高密度作業路網をはじめ地
 域の持ち味を活かした林業の振興

131 

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 3 目名 観光費
事　業　名 国際観光受入環境整備事業 所 管 課 名 商工観光課

会　計　名 一般会計 款 7 項 1

508 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 4,760 2,578 

予算書頁 44 ページ　　～ 45 ページ

既決 1,013 505 

0 2,690 ホビー館英語版パンフレット制作委託料 ▲ 141 
■ 事業の目的(趣旨) 多言語歓迎表示看板制作委託料 400 

2,182 13 ホビー館多言語版サイン制作委託料 825 
計 5,773 0 3,083 0 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　増加傾向にあるアジア圏観光客に対応するため、本町にある主要な
観光施設、観光パンフレット等を整備・補助をすることで、本町の魅
力を各言語で直接ＰＲする。
　また、西庁舎1階を政府観光局の「外国人観光案内所」に認定するた
め、要件である外国人に対応する情報端末(iPad)を購入する。

外国語版観光パンフレット制作委託料 3,186 
18 外国人観光案内所情報端末購入費 92 
19 観光施設多言語整備事業補助金 398 

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

全
体
計
画
等

　

理念 施 策 の 大 綱

国際観光受入環境整備事業費補助金 2,578 

①多言語版サイン制作委託料　事業費1,697千円（当初872千円）
　  簡体字・繁体字・韓国語・英語
②多言語歓迎表示看板制作委託料　西・東庁舎（10m×0.9m）×2体
③外国語版観光パンフレット制作委託料
   ｢四万十川に会いに行く」簡体字・繁体字・韓国語・タイ語
④観光施設多言語整備事業補助金
　 かっぱ館サイン制作276千円、ホビー館パンフ122千円

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

県

0 4,008 5,773 2,000 2,000 13,781 

平26 平27 平28 平29 平30 計

番号

(3)  ⑦
 来訪者にうれしさとやすらぎを満喫し
 てもらえる集客交流産業の振興

179 

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

－ 8 －



平成28年度９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

単位：千円

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 3 目名 観光費
事　業　名 床鍋公衆トイレ改修事業 所 管 課 名 商工観光課

会　計　名 一般会計 款 7 項 1

0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 1,055 468 

予算書頁 44 ページ　　～ 44 ページ

既決 0 

0 587 
■ 事業の目的(趣旨)

587 15 床鍋トイレ改修工事費 1,055 
計 1,055 0 468 0 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　四国八十八箇所参りのお遍路さんをはじめとした利用者に対するお
もてなしの一環として、床鍋公衆トイレを洋式・ウォシュレット化
し、高齢者や外国人にも快適に利用できる環境を提供する。
　県の補助事業を活用して整備する。

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

全
体
計
画
等

　

理念 施 策 の 大 綱

国際観光受入環境整備事業費補助金 468 

【和式トイレの洋式化・ウォシュレット取付】
　（補助対象）全4基　937,440円
【洋式トイレのウォシュレット取付】
　（補助対象外）1基　116,640円

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

県

0 0 1,055 0 0 1,055 

平26 平27 平28 平29 平30 計

番号

(3)  ⑦
 来訪者にうれしさとやすらぎを満喫し
 てもらえる集客交流産業の振興

174 

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 3 目名 観光費
事　業　名 松葉川温泉改修事業 所 管 課 名 商工観光課

会　計　名 一般会計 款 7 項 1

17,900 62 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 1,924 

予算書頁 44 ページ　　～ 44 ページ

既決 17,962 

19,800 86 
■ 事業の目的(趣旨)

1,900 24 15 松葉川温泉改修工事費 1,924 
計 19,886 0 0 0 

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

他

28,045 0 19,886 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　ホテル松葉川温泉は、平成6年の建設から20年以上経過し、施設改修
を行うべく当初で予算化し、改修工事のための設計委託を行ってい
る。
　詳細設計のため調査したところ、施設及び設備の損傷が想定を超え
ていたため、追加予算が必要となった。

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

全
体
計
画
等

　

理念 施 策 の 大 綱

施設等整備基金繰入金 900 
建物災害共済保険料収入 1,000 

①当初     16,945千円
　②執行済み  4,013千円 … 汚水管漏水、消防等緊急対応
　③概算設計 14,856千円 … 洋式ﾄｲﾚ、北辰改修を除外
　④不足額　　1,924千円 … ③-(①-②)

25,000 0 72,931 

平26 平27 平28 平29 平30 計

番号

(3)  ⑦
 来訪者にうれしさとやすらぎを満喫し
 てもらえる集客交流産業の振興

174 

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

－ 9 －



平成28年度９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

単位：千円

3 目名 観光費
事　業　名 奥四万十博覧会推進事業

ページ

既決 5,381 

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目

3,000 19 奥四万十博推進事業費補助金 3,000 
計 8,381 0 0 0 

所 管 課 名 商工観光課

会　計　名 一般会計 款 7 項 1

5,381 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 3,000 

予算書頁 45 ページ　　～ 45

　12月25日に閉幕する奥四万十博のクロージングイベントが同月23日
に本町で開催される予定である。高幡広域の奥四万十博推進協議会で
はイベント内容を検討中であるが、会場となる本町もこのイベントと
連携・連動した町独自の企画や取り組みにより、今後の観光振興につ
なげる。

0 8,381 
■ 事業の目的(趣旨)

全
体
計
画
等

　

理念 施 策 の 大 綱

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし
　12月1日から25日までをクロージング月間と位置づけ、奥四万十博推
進協議会事務局の事業案（会場及び中心商店街のイルミネーション化）
などと連携した次年度以降につながる企画のほか、秋以降に実施する関
連事業を基本に町の推進委員会等が取り組むＰＲ事業へ補助する。

●事業案（概略経費）
　竹灯りと緑の提灯の街バルとコスプレ（150万円）
　予土線3兄弟（80万円）
　関連事業【米こめフェスタ、台地まつりなど】（70万円）

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

0 30,221 8,381 0 0 38,602 

平26 平27 平28 平29 平30 計

番号

(3)  ⑦
 来訪者にうれしさとやすらぎを満喫し
 てもらえる集客交流産業の振興

178 

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 5 目名 防災費
事　業　名 興津地区津波対策高台用地整備事業 所 管 課 名 危機管理課

会　計　名 一般会計 款 9 項 1

1,015 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 35,663 35,600 

予算書頁 51 ページ　　～ 51 ページ

既決 13,515 12,500 

0 1,078 17 興津高台用地購入費 2,458 
■ 事業の目的(趣旨)

63 15 興津高台用地造成工事費 33,205 
計 49,178 0 0 48,100 

　最大規模の南海トラフ地震では、興津地区の最大津波高が31ｍと想
定され、地区のほとんどが浸水区域となる。
　平成27年8月に公表された高知県道路啓開計画では、県道興津窪川線
の啓開日数が5日間となっており、少なくとも5日間、興津地区は孤立
することとなる。
　津波による浸水が解消した後、大部分の避難者は復旧作業に従事し
つつ興津地区で生活することとなるが、既存の避難広場・タワーで長
期間生活することは困難であると考えられる。また、仮設住宅を整備
する敷地も興津地区には見当たらないため、県道拡幅工事による残土
処理等に合わせて、一定規模の敷地を整備する。 歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし
町債

 緊急防災・減災事業債（消
 防・防災施設）

35,600 　本年度新たに測量を行った用地のうち、購入が必要となった部分を
購入する。また、県道拡幅工事に伴い、町が買収した土取場と新たに
できる残土場の用地内にある立竹木の伐採搬出処理を早期に実施する
ことで、本年度の県道工事との調整を図るよう、新たに工事費を補正
する。

0 9,936 49,178 40,000 25,000 124,114 

災害に備える安全のまちづくり 29 

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平26 平27 平28 平29 平30 計
 四万十町地域防災計画

全
体
計
画
等

　Ｈ27…用地造成測量設計
　Ｈ28…用地購入、一部用地造成工事
　Ｈ29…用地造成工事
　Ｈ30…　　〃

　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

(1)  ④

－ 10 －



平成28年度９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

単位：千円

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 5 目名 防災費
事　業　名 耐震化促進事業 所 管 課 名 危機管理課

会　計　名 一般会計 款 9 項 1

6,150 15,944 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 54,090 24,140 11,523 6,300 

予算書頁 50 ページ　　～ 51 ページ

既決 87,412 33,358 14,360 17,600 

8,927 
19 木造住宅耐震改修設計費補助金 7,175 

6,300 27,921 町有集会施設耐震診断委託料 130 
■ 事業の目的(趣旨) 町有集会施設耐震改修設計委託料 358 

150 11,977 13 木造住宅耐震診断委託料 1,698 
計 141,502 57,498 25,883 23,900 

空き家対策総合支援事業補助金 7,710 
県 住宅耐震化促進事業診断費補助金 386 

○木造住宅耐震化促進事業
・診断委託料（50件）1,698千円　・設計補助金（35件）7,175千円
・工事補助金（8件）9,872千円
○老朽住宅除事業補助金（5件）10,280千円
○町有集会施設耐震改修工事
・委託料（1件）130千円　・設計委託料（1件）358千円
・工事監理委託料（6件）1,296千円　・工事費（1件）8,927千円
○緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業
・診断補助金（8件）6,586千円　・設計補助金（7件）7,768千円

 緊急輸送道路沿道建築物耐震
 化促進事業補助金

14,354 

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

国 防災・安全社会資本整備交付金 16,430 

木造住宅耐震改修費補助金 9,872 
■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし 老朽住宅除去事業費補助金 10,280 

　今後発生が予想される南海トラフ地震に備え、木造住宅等の建築物
の耐震化を図るとともに、緊急輸送道路等の避難路の確保を図るため
老朽危険住宅の除去や国道381号線沿いの建築物等の耐震化に必要な支
援を行い、地域の安全対策を強化する。

町有集会施設耐震改修工事監理委託料 1,296 
15 町有集会施設耐震改修工事費

町債 合併特例事業債（町有集会所整備） 6,300 

全
体
計
画
等

○緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業
H28　…　耐震診断8件、耐震設計7件、耐震工事1件
H29　…　耐震診断8件、耐震設計8件、耐震工事2件
H30　…　耐震診断8件、耐震設計8件

　

他 木造住宅耐震診断事業費負担金

住宅耐震化促進事業改修費補助金 8,567 
老朽住宅除去事業補助金 2,570 

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

34,691 314,765 141,502 188,782 131,599 811,339 

平26 平27 平28 平29 平30 計

150 
総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

(1)  ④ 災害に備える安全のまちづくり 30 

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 1 目名 学校管理費
事　業　名 窪川小学校外壁補修事業 所 管 課 名 学校教育課

会　計　名 一般会計 款 10 項 2

0 684 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 27,281 0 0 0 

予算書頁 54 ページ　　～ 54 ページ

既決 684 0 0 0 

27,200 765 
■ 事業の目的(趣旨)

27,200 81 15 窪川小外壁補修工事費 27,281 
計 27,965 0 0 0 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　良好な学習環境と安全・安心な学校運営を図るため、修繕要望に優
先順位をつけ、緊急性の高いものから対応し施設の維持管理を図る。

施設等整備基金繰入金 27,200 

　
外壁修繕　27,281千円：欠損・爆列・不良樋・軒天が著しいため補修
工事を行い危険箇所の解消を図るため。

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

他

0 0 27,965 0 0 27,965 

地域の暮らしに誇りを持った自発的主体的な学習 66 

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平26 平27 平28 平29 平30 計
 四万十町立学校管理運営規則

全
体
計
画
等

（当初）調査設計委託
（補正）補修工事 　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

(2)  ①

－ 11 －



平成28年度９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

単位：千円

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 1 目名 学校管理費
事　業　名 窪川中学校外壁補修事業 所 管 課 名 学校教育課

会　計　名 一般会計 款 10 項 3

0 969 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 44,222 

予算書頁 55 ページ　　～ 55 ページ

既決 969 0 

44,200 991 
■ 事業の目的(趣旨)

44,200 22 15 窪川中外壁補修工事費 44,222 
計 45,191 0 0 0 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　良好な学習環境と安全・安心な学校運営を図るため、修繕要望に優
先順位をつけ、緊急性の高いものから対応し施設の維持管理を図る。

施設等整備基金繰入金 44,200 

　
外壁修繕　44,222千円：欠損・爆列・不良樋・軒天が著しいため補修
工事を行い危険箇所の解消を図るため。

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

他

0 0 45,191 0 0 45,191 

地域の暮らしに誇りを持った自発的主体的な学習 66 

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平26 平27 平28 平29 平30 計
 四万十町立学校管理運営規則

全
体
計
画
等

（当初）調査設計委託
（補正）補修工事 　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

(2)  ①

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 1 目名 学校管理費
事　業　名 十川中学校防球ネット等改修事業 所 管 課 名 学校教育課

会　計　名 一般会計 款 10 項 3

5,000 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 11,000 

予算書頁 55 ページ　　～ 55 ページ

既決 5,000 

16,000 0 
■ 事業の目的(趣旨)

11,000 0 15 学校施設整備等工事費 11,000 
計 16,000 0 0 0 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　良好な学習環境と安全・安心な学校運営を図るため、修繕要望に優
先順位をつけ、緊急性の高いものから対応し施設の維持管理を図る。

施設等整備基金繰入金 11,000 

　
防球ネット等改修 11,000千円：災害時に倒壊の危険があるため。

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

他

0 0 16,000 0 0 16,000 

地域の暮らしに誇りを持った自発的主体的な学習 66 

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平26 平27 平28 平29 平30 計
 四万十町立学校管理運営規則

全
体
計
画
等

　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

(2)  ①

－ 12 －



平成28年度９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

単位：千円

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 1 目名 社会教育総務費
事　業　名 放課後子どもプラン推進事業 創 所 管 課 名 生涯学習課

会　計　名 一般会計 款 10 項 4

11,378 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 1,160 140 

予算書頁 56 ページ　　～ 57 ページ

既決 21,446 10,068 

0 12,398 18 放課後子ども教室備品購入費 210 
■ 事業の目的(趣旨)

1,020 15 放課後子ども教室施設改修工事費 950 
計 22,606 0 10,208 0 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　地域の大人の協力を得て、学校等を活用し、緊急かつ計画的に子供
たちの居場所を確保し、放課後や週末等における様々な体験活動や地
域住民との交流活動等を支援する。

放課後子ども教室推進事業費補助金 140 

　窪川小学校で新たに放課後子ども教室を開設するために、同小学校
で使用されていない教室を改修する。
　併せて、開設に必要な備品を購入する。

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

県

18,531 19,012 22,606 23,000 23,000 105,939 

青少年健全育成の推進 -

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平26 平27 平28 平29 平30 計
 四万十町放課後子ども教室開設事業実施要綱

全
体
計
画
等

１０月：発注・工事
１１月：放課後子ども教室開設 　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

(2)  ④

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 5 目名 四万十緑林公園等管理運営費
事　業　名 四万十会館空調システム改修事業 所 管 課 名 生涯学習課

会　計　名 一般会計 款 10 項 4

0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 29,749 

予算書頁 57 ページ　　～ 57 ページ

既決 0 

28,600 1,149 四万十会館空調システム改修工事設計監理委託料 994 
■ 事業の目的(趣旨) 15 四万十会館空調システム改修工事費 27,621 

28,600 1,149 13 四万十会館空調設備点検委託料 1,134 
計 29,749 0 0 0 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　四万十文化の発信基地である四万十会館の文化発信機能を充実さ
せ、町民の融和と潤い生活を提供し元気な人づくりを行うとともに、
文化発信により町をＰＲすることで交流人口を拡大し、町民力の向上
と町の活性化の推進を目指す。

施設等整備基金繰入金 28,600 

○空調設備点検委託料
　・吸収式冷温水機緊急点検委託    　453,600円
　・吸収式冷温水機気密確認点検委託　680,400円　計 1,134千円
○空調システム改修工事設計監理委託料
　・空調システム改修設計委託      　497,340円
　・空調システム改修監理委託      　496,260円　計   994千円
○四万十会館空調システム改修工事費　　　　 　　  27,621千円

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

他

0 0 29,749 0 0 29,749 

生きがい・誇りを持てるまち -

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平26 平27 平28 平29 平30 計
 四万十町窪川四万十会館管理規則

全
体
計
画
等

28年10月～　改修設計
29年 1月～　改修工事・施工管理 　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

(2)  ⑤

－ 13 －



予算別添資料 (人材育成推進事業 )

四万十町高校応援大作戦について
◆町内高校の現状と対策

☞ 少子化の進展に加え、地元中学からの入学者数の減少により生徒数確保が厳しい状況
☞ 近い将来、存続の危機など、大きな課題に直面することが予想される

➢ 次代を担う重要な人材育成の場
➢ 若者が集う貴重な場（地域への影響力）
➢ 地域の活性化そのものにかかわる教育の場

１．学力（進学率）向上の支援 行きたい、行かせたい学校へ！
①公設塾

希望の進路（大学・就職等）に向け挑戦意欲のある生徒や、英語の資格取得を目指す生徒に、
放課後補習機会を提供。

（窪川）農村環境改善センター

（大正）大正地域振興局３階

②高等教育体験・交流
大学のオープンキャンパス参加や大学生との交流機会を設け、大学等への進学意欲の向上支援。

２．キャリア教育の支援
①生徒会活動支援

行政懇談会の実施や生徒活動プロジェクト支援などを通じ、社会性を育む機会を提供。

②教育講演会
将来の夢を目標として具体化できるきっかけづくりとして社会の多様性を学ぶ機会を提供。

③地域とのつながり
地域住民との協働活動を積極的に取り入れ、地域の課題解決などへ向けた、産官学等の連携事業

を展開。

３．その他の支援
現在の通学や部活動支援、寮運営補助と併せ、魅力ある高校生活へのさらなる支援策を検討。

☞ まちと県立高校の協働による魅力化アップ　～　地域の活性化へ

高校の意義と価値を改めて認識
し、高校のさらなる魅力化アップ

四万十町高校応援大作戦（プロジェクト名）

※公設塾イメージ
【公設塾（窪川・大正教室）】 

１．学習コース 【月火木金土】 
   ・個別指導＋映像指導（教科：国社数理英） 
   ・自習スペースでの学習等 
２．英語コース 【上記曜日時間内】 
   ・英語力向上と資格取得（基礎～専門講座） 
（スタッフ）塾長１名、講師６名、時間講師２名 
     ［委託３名、協力隊４名、町内講師２名］ 

窪川高校 

四万十高校 

町内高校に在籍 
通塾を希望する生徒 

＜自宅に近い公設塾へ＞ 
 希望の進路（進学・就職）に挑戦 
 英語の資格取得を目指す 

－ 14 －



予算別添資料 (人材育成推進事業 )

公設塾開設場所

講師3名…業者委託（塾長1名、講師2名）

運営スタッフ 講師4名…地域おこし協力隊

※雨漏り等改修工事必要 町内講師2名…英語時間講師

四万十町人材育成基本方針「四万十町人づくり戦略」

【未来塾】構想
～わがまち四万十町の未来を元気にする人財の育成～

＜夢や志を持ち、必要な力を身につけ、次代の担い手として活躍できる子どもの育成＞

※引き続き、就学前から高校卒業までが連携した教育環境の整備などの計画づくりに努めます。

※住民や地域、団体等主体
の活動を支援できる体制を
構築

 方策１．地域の魅力や特徴を知り、愛着と誇りをはぐくむ学習活動 

 方策２．発達段階に応じたキャリア教育の充実 

 方策３．家庭・学校・地域が連携し、地域の特色ある教育の推進 

【発射台】（人口減少克服と地方創生） 
 将来のまちづくりの基盤である子どもの育成は、持続可能な地域社会の課題を解決する最も的確で効果的な施策 

高等学校 
 

  中学校 
 

  小学校 
 

  幼稚園 

  保育所 
（子育て支援） 

連
携
 

地域・住民・関係機関 

「四万十町高校応援大作戦」 
・学力（進学率）向上 ⇒ 公設塾の開設、高等教育体験等 

・当事者意識、自己肯定感・達成感向上 

          ⇒ 生徒会プロジェクト、行政懇談会等 

・学校生活の魅力化 ⇒ 部活動・寮生活支援、魅力の再発見 

・卒業後の進路魅力 ⇒ 希望の進学・就職への支援  など 

 

             窪川高校 

 

 

 

            四万十高校 

高
校
卒
ま
で
し
っ
か
り
サ
ポ
ー
ト

 

町外(進・就) 町内(就職) 

ふるさとを再確認（意識醸成） 

地域活性化 

高校魅力化 

× 

【基本理念】 ふるさと四万十町に愛着と誇りを持ち、現在、未来の元気をつくる人財育成 

【人 財 像】 地域の特性や可能性を知り、価値観と創造性を持って、志の実現に向けて挑戦する人財 

連
携

 

（基本目標） 

①未来を元気にする人財の育成 ～「未来塾」～ 

②地域を元気にする人財の育成 ～「四万十塾」～ 

③産業を元気にする人財の育成 ～「産業振興塾」～ 

農村環境改善 

センター１階 

＜窪川教室＞ ＜大正教室＞ 

－ 15 －



各種基金の状況（全会計）　 単位：千円

平成27年度 平成28年度

末残高 末残高見込

利子積立 予算積立

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ（B+C-D+E） Ｇ（A+F）

(250,000) (250,000) (250,000)

3,084,695 10,200 250,000 260,200 3,344,895 

(11,879) (▲ 11,879) (▲ 11,879)

1,004,037 3,514 31,379 ▲ 27,865 976,172 

(500,271) (554,377) (▲ 54,106) (▲ 54,106)

4,479,843 10,382 1,556,920 1,526,745 40,557 4,520,400 

(124,100) (▲ 124,100) (▲ 124,100)

1,531,723 5,152 40,269 181,900 ▲ 136,479 1,395,244 

132,575 313 313 132,888 

24,649 82 82 24,731 

(1,700) (▲ 1,700) (▲ 1,700)

352,203 1,251 32,800 ▲ 31,549 320,654 

22,519 85 85 22,604 

6,735 24 24 6,759 

(▲ 28,000) (28,000) (28,000)

225,776 818 34,000 ▲ 33,182 192,594 

1,079,000 107,900 107,900 1,186,900 

(500,000) (428,177) (71,823) (71,823)

729,956 1,919 1,200,000 998,660 203,259 933,215 

85,000 85,000 

(23,100) (▲ 23,100) (▲ 23,100)

202,864 593 203,900 252,700 ▲ 48,207 154,657 

(5,300) (▲ 5,300) (▲ 5,300)

86,843 145 4,580 26,685 ▲ 21,960 64,883 

(271) (271) (271)

0 271 271 271 

(500,271) (566,256) (250,000) (184,015) (184,015)

8,568,575 24,096 1,556,920 1,558,124 250,000 272,892 8,841,467 

211,215 722 722 211,937 

120,783 199 199 120,982 

350 350 

332,348 921 921 333,269 

(500,271) (566,256) (250,000) (184,015) (184,015)

8,900,923 25,017 1,556,920 1,558,124 250,000 273,813 9,174,736 

(▲ 64,261) (64,261) (64,261)

113,923 406 406 114,329 

10,460 34 34 10,494 

0 

(▲ 18) (2,600) (2,582) (2,582)

5,732 1 2,600 2,601 8,333 

(▲ 18,000) (18,000) (18,000)

97,824 339 339 98,163 

(▲ 18) (2,600) (▲ 82,261) (84,843) (84,843)

227,939 780 2,600 3,380 231,319 

(▲ 18) (502,871) (483,995) (250,000) (268,858) (268,858)

9,128,862 25,797 1,559,520 1,558,124 250,000 277,193 9,406,055 

会
計
区
分

基 金 名

平 成 28 年 度

積 立 額
取 崩 額

歳計剰余
金 処 分

計
(年度中増減)

農 業 集 落 排 水 事 業 基 金

新 し い 町 づ く り 基 金

合併特例債まちづくり基金

ふ る さ と 支 援 基 金

園 芸 作 物 価 格 安 定 基 金

過疎地域自立促進特別事業基金

十 和 診 療 所 財 政 調 整 基 金

介
護

介 護 財 政 調 整 基 金

防 災 ま ち づ く り 基 金

学 校 施 設 等 整 備 基 金

積 立 基 金 計

定

額

運

用

基

金

土 地 開 発 基 金

奨 学 資 金 貸 付 基 金

県 証 紙 基 金

積

立

基

金

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

そ の 他 特 定 目 的 基 金

施 設 等 整 備 基 金

特 別 会 計 合 計

基 金 総 合 計

注）上段(　)書きは今回補正額

一 般 会 計 合 計

特

別

会

計

国

保

国 保 財 政 調 整 基 金

国 保 高 額 療 養 費 貸 付 基 金

診

療

所

大 正 診 療 所 財 政 調 整 基 金

一

般

会

計

ふ る さ と 創 生 基 金

地 域 振 興 基 金

地 域 福 祉 基 金

中山間ふるさと水と土保全基金

定 額 運 用 基 金 計

0 

0 

0 
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☞ 平成28年度「特定目的基金」充当先一覧 単位: 千円

補正前 補正額 補正後

2 1 5
28,000 28,000 

2 1 6
4,700 4,700 

7 1 3
6,900 6,900 

17,900 900 18,800 

10 2 1
31,300 31,300 

10 3 1
5,000 58,600 63,600 

10 4 5
28,600 28,600 

57,800 124,100 181,900 

3 1 2
15,500 15,500 

6
11,000 11,000 

8
4,600 1,700 6,300 

31,100 1,700 32,800 

2 1 3
2,000 2,000 

6
2,600 2,600 

2 2
17,800 17,800 

8 5 1
10,000 10,000 

10 1 2
28,000 ▲ 28,000 0 

2 1
650 650 

3 1
950 950 

62,000 ▲ 28,000 34,000 

(1)
130,910 27,987 158,897 

(2)
113,773 1,876 115,649 

(3)
136,969 12,900 149,869 

(4)
140,736 ▲ 3,504 137,232 

(5)
25,095 33,680 58,775 

(6)
355,238 355,238 

23,000 23,000 

570,483 428,177 998,660 

2 1 6
22,700 30,000 52,700 

7
8,100 ▲ 8,100 0 

3 1 1
51,000 51,000 

2
15,800 15,800 

4 1 1
3,200 3,200 

5 1 1
41,600 41,600 

6 1 3
7,100 1,200 8,300 

2 2
60,000 60,000 

6,200 6,200 

10 5 1
13,900 13,900 

229,600 23,100 252,700 

9 1 5
3,000 3,000 

4,000 4,000 

5,300 5,300 

3,200 3,200 

5,185 5,185 

6,000 6,000 

21,385 5,300 26,685 

特定目的基金
972,368 554,377 1,526,745 

移住定住促進事業  移住者用住宅取得費

小学校施設整備事業  窪川小学校外壁補修等

中学校施設整備事業  窪川中学校外壁補修等

津波避難対策推進事業  志和轟谷線橋梁設計委託

 実行委員会補助

 自主防災組織活動支援事業補助金

 津波避難路等整備事業費補助金

 屋外放送音達エリア調査業務委託

 避難所用ラジオ難聴対策工事

 地区集会所耐震化促進事業補助金

　　　〃

 ケーブルシステム機器整備事業
（自主放送自動送出機設置委託）

 若者定住促進支援事業補助金、家族支え合い居住支援事業
 補助金、移住者等賃貸住宅家賃助成事業補助金

 人づくり委員会、人材育成センター推進事業、出前講座、
 産業振興塾

 事業委託

 在宅介護手当

 業務委託

就職フェア開催経費、雇用創出事業委託及び補助金

 新規就農研修支援事業費補助金、壮年就農給付、
 農業後継者支援給付金

基 金 名 款 項 目

施 設 等
整備基金

計　

事 業 名

ケーブルシステム機器整備事業

ホビー館関連推進事業

松葉川温泉改修事業

四万十会館管理運営事業

特別養護老人ホーム運営事業

デイサービスセンター百年荘改修事業

多機能型福祉サービスモデル事業  多機能型福祉サービスモデル事業補助金

基 金 充 当 額

計　

事 業 内 容

 自主放送自動送出機設置委託

 第２駐車場トイレ整備工事

 松葉川温泉改修工事

 空調システム改修工事

計　

計　

計　

防災まち
づ く り
基　　金

過疎地域
自立促進
特別事業
基　　金

避難所等耐震化促進事業

24時間健康医療電話相談事業

雇用創出事業

新規就農者定着促進事業

四万十川流域豊かな森林保全整備事業

特用林産生産体制支援事業

四万十川桜マラソン事業

自主防災育成事業

津波避難対策推進事業

屋外放送音達エリア調査事業

避難所用ラジオ難聴対策事業

 作業道開設、搬出・切捨間伐補助

 特用林産生産基盤支援事業費補助金
（椎茸栽培用原木、木炭生産用原木、栗苗木）

ふるさと
支援基金

地域福祉
基　　金

新 し い
町づくり
基    金

計　

計　

 交流拠点構想策定業務委託料

 総合振興計画策定支援業務委託

 滞納管理システム導入委託滞納管理システム導入事業

ふるさとの豊かな地域資源を活用した地場産業の振興に関する事業

 浸水対策全体計画策定委託料

 学校校務用パソコンリース

 校舎外壁劣化状況調査委託

 校舎外壁劣化状況調査委託

別頁“「ふるさと支援基金」充当先一覧”参照

　　　〃

　　　〃

　　　〃

　　　〃

吉見川浸水対策事業

ＩＣＴ教育推進事業

校舎外壁劣化状況調査事業（小学校）

校舎外壁劣化状況調査事業（中学校）

ふるさとでいつまでも健やかに暮らせる高齢者支援に関する事業

 窪川荘改修(空調、貯水槽、ボイラー)

 改修工事

あったかふれあいセンター事業

在宅介護手当

大正まちなかにぎわい交流拠点構想策定事業

まちづくり計画策定事業

ふるさとの未来を担う子ども支援に関する事業

ふるさと四万十川の保全、観光及び交流の振興に関する事業

ふるさとを守り元気にする人づくりと地域づくりに関する事業

その他目的達成のために町長が必要と認める事業

ふるさと支援寄付金以外の基金積立分

移住定住促進事業

人材育成推進事業
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☞ 平成28年度「ふるさと支援基金」充当先一覧 単位：千円

環境制御技術導入加速化事業 2,500 2,500 

地域活性化プロジェクト事業 2,000 2,000 

環境保全型農業推進事業 2,966 254 3,220 

地域まるごと6次産業化推進事業 3,000 3,000 

強い農業づくり交付金事業 16,500 16,500 

栗再生プロジェクト推進事業 1,333 1,333 

自伐林業者等育成事業 1,800 9,939 11,739 

鳥獣被害対策事業 19,683 16,461 36,144 

町有林管理事業 54,550 54,550 

四万十町コールセンター等立地促進事業 10,320 10,320 

商工会育成補助金（創業支援分） 3,718 3,718 

商工業振興助成事業 13,873 13,873 

（１）ふるさとの豊かな地域資源を活用した地場産業の振興に関する事業 130,910 27,987 158,897 

コミュニティバス運行委託事業 5,681 5,681 

路線バス運行補助事業 1,985 1,985 

高齢者等外出支援事業（福祉タクシー・バス） 17,644 17,644 

配食サービス事業 2,600 2,600 

国保診療所運営事業（特別会計繰出金） 78,463 ▲ 724 77,739 

生活環境整備事業 10,000 10,000 

（２）ふるさとでいつまでも健やかに暮らせる高齢者支援に関する事業 113,773 1,876 115,649 

多子世帯保育料軽減事業（第3子以降無料・第2子半額） 39,032 39,032 

安心子育て支援事業（出産祝金） 10,000 10,000 

乳幼児・児童医療費助成事業 36,940 36,940 

不妊治療助成事業 2,175 2,175 

妊婦健康診査通院費助成事業 6,000 6,000 

新生児聴覚検査事業 554 554 

就学奨励金給付事業 1,700 1,700 

高校教育振興会助成事業 2,880 2,880 

ＩＣＴ教育推進事業 33,000 33,000 

木の香るまちづくり推進事業（小学校） 2,852 2,852 

スクールバス購入事業 10,100 10,100 

木の香るまちづくり推進事業（中学校） 1,836 1,836 

四国大会等参加補助事業 2,800 2,800 

（３）ふるさとの未来を担う子ども支援に関する事業 136,969 12,900 149,869 

四万十川対策事業／四万十川対策室職員人件費 31,329 ▲ 9,342 21,987 

浄化槽設置事業 8,806 3,558 12,364 

四万十川再生事業／保全活用推進検討業務委託 14,386 14,386 

四万十川再生事業／アユシンポジウム運営業務委託 500 500 

四万十川再生事業／河川水質検査委託 1,093 1,093 

四万十川再生事業／四万十川環境整備業務委託 2,000 2,000 

四万十川方式浄化システム管理事業 12,936 12,936 

四万十川環境保全対策事業（機構負担金等） 3,073 3,073 

星空の街・あおぞらの街全国大会運営事業 11,742 11,742 

四万十ヤイロチョウの森保全活動事業 3,638 3,638 

水産業振興補助事業（アユの放流等） 7,500 7,500 

ホビー館管理運営事業 17,267 2,280 19,547 

イベント補助金 11,168 11,168 

観光協会育成事業 15,298 15,298 

（４）ふるさと四万十川の保全、観光及び交流の振興に関する事業 140,736 ▲ 3,504 137,232 

地域活動推進事業 15,595 280 15,875 

Ｕ・Ｉターン希望者住宅改修事業 7,500 2,500 10,000 

人材育成推進事業 2,000 30,900 32,900 

（５）ふるさとを守り元気にする人づくりと地域づくりに関する事業 25,095 33,680 58,775 

簡易水道事業特別会計繰出金 287,738 287,738 

道路維持補修事業 67,500 67,500 

（６）その他目的達成のために町長が必要と認める事業 355,238 355,238 

ふるさと支援基金　計 547,483 428,177 975,660 

補 正 後
事業
区分

事 業 名 補 正 前 補 正 額
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☞ 平成28年度「地方債」借入見込額及び充当先一覧

単位: 千円

款 項 目 補 正 前 補 正 額 補 正 後

6 1 5 農村災害対策事業
10,600 10,600 

0 10,600 10,600 

8 4 2 公営住宅建設事業
33,400 33,400 

33,400 0 33,400 

11 1・2 － 現年発生補助災害復旧事業
46,200 46,200 

過年発生補助災害復旧事業
17,200 3,100 20,300 

63,400 3,100 66,500 

6 1 5 地域ため池総合整備事業
9,300 ▲ 9,300 0 

9,300 ▲ 9,300 0 

2 1 3 合併特例債まちづくり基金造成事業
102,500 102,500 

9 1 5 津波避難対策推進事業
26,600 26,600 

防災活動拠点施設整備事業
32,200 2,900 35,100 

防災活動拠点施設整備事業
112,800 ▲ 1,900 110,900 

防災活動拠点施設整備事業
3,800 3,800 

耐震化促進事業
17,600 6,300 23,900 

291,700 11,100 302,800 

9 1 5 津波避難対策推進事業
3,300 3,300 

津波避難対策推進事業
12,500 35,600 48,100 

15,800 35,600 51,400 

2 1 6 集落活動センター整備事業
25,400 25,400 

移住定住促進事業
9,800 9,800 

3 1 2 特別養護老人ホーム運営事業
15,400 15,400 

8 高齢者安心生活支援住宅整備事業
3,200 3,200 

4 2 2 塵芥収集車購入事業
12,400 12,400 

8 2 3 橋梁修繕及び耐震補強事業
39,500 ▲ 1,400 38,100 

町道改良事業
171,300 ▲ 101,000 70,300 

9 1 4 消防自動車購入事業
16,400 16,400 

5 町道改良事業（津波避難路）
38,400 38,400 

10 2 1 学校施設整備事業
3,200 3,200 

4 1 児童公園整備事業
14,000 14,000 

349,000 ▲ 102,400 246,600 

2 1 3 過疎地域自立促進特別事業基金造成事業
203,900 203,900 

6 1 2 志和地区生活改善センター解体撤去事業
5,400 5,400 

3 自然塩製造施設解体撤去事業
5,700 5,700 

7 1 1 興津縫製工場解体撤去事業
20,500 20,500 

8 2 3 橋梁一括点検調査事業
26,700 1,000 27,700 

9 1 4 旧消防屯所解体撤去事業
5,500 5,500 

267,700 1,000 268,700 

616,700 ▲ 101,400 515,300 

－ － － 臨時財政対策債
411,700 ▲ 75,900 335,800 

411,700 ▲ 75,900 335,800 

1,442,000 ▲ 126,200 1,315,800 

【参 考】 188,700 

2,027,744 

▲ 523,244 

20,193,409 

■一般会計／現年度分

起 債 の
目　　的

歳出予算科目
充 当 事 業 名 事 業 内 容 等

起 債 見 込 額 ( 限 度 額 )

公営住宅
建　　設
事 業 債

見付第一団地新築

公 営 住 宅 建 設 事 業 債 計

災害復旧
事 業 債

公共土木施設・農林水産施設

公共土木施設・農林水産施設

災 害 復 旧 事 業 債 計

防災対策
事 業 債

整備負担金

防 災 対 策 事 業 債 計

合併特例
事 業 債

合併特例債まちづくり基金造成

志和地区

志和地区

町有集会施設耐震改修

合 併 特 例 事 業 債 計

大正地区

大正中津川地区

志和、田野々

 消防ポンプ車購入

塵芥収集車購入

志和地区生活改善センター解体撤去

緊急防災
・ 減 災
事 業 債

興津地区津波避難タワー屋根設置

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 計

本 年 度 末 「 地 方 債 残 高 」 見 込 額

興津地区津波対策高台用地整備

11路線

過 疎 対 策 事 業 債 計

2橋

1路線

過 疎 対 策 事 業 債 ［ ハ ー ド 分 ］ 計

 十和地区児童公園整備

自然塩製造施設解体撤去

興津縫製工場解体撤去

橋梁一括点検調査

※一般財源のため充当事業なし

臨 時 財 政 対 策 債 計

一 般 会 計 ／ 現 年 度 分 借 入 見 込 額 計

一 般 会 計 ／ 繰 越 分 借 入 見 込 額計

過

疎

対

策

事

業

債

公 共 事
業 等 債

 県営農村災害対策整備事業負担金
（津波避難タワー）

公 営 住 宅 建 設 事 業 債 計

本年度「公債費(元金償還金)」見込額

本 年 度 「 地 方 債 増 減 」 見 込 額

臨時財政
対 策 債

ハ

ー

ド

分

大正中津川地区

移住定住促進用住宅改修

 特別養護老人ホーム組合分担金
（窪川荘改修分）

ソ

フ

ト

分

過疎地域自立促進特別事業基金造成

過 疎 対 策 事 業 債 ［ ソ フ ト 分 ］ 計

昭和地区

東又小学校プール改築
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地

方
債

残
高

見
込

（
全

会
計

）

単
位
：
千
円

平
成

2
6
年

度
末

平
成

2
7
年

度
末

平
成
2
8
年
度
末

現
　

 
在

 
　

高
現

　
 
在

 
　

高
平

成
2
8
年

度
中

平
成

2
8
年

度
中

現
在
高
見
込
額

起
債

見
込

額
元

金
償

還
見

込
額

１
．

一
般

会
計

2
0
,
9
4
5
,
2
8
9
 

2
0
,
7
1
6
,
6
5
3
 

1
,
5
0
4
,
5
0
0
 

2
,
0
2
7
,
7
4
4
 

2
0
,
1
9
3
,
4
0
9
 

２
．

住
宅

新
築

資
金

等
特

別
会

計
8
,
0
6
2
 

6
,
3
4
9
 

0
 

1
,
7
8
0
 

4
,
5
6
9
 

2
0
,
9
5
3
,
3
5
1
 

2
0
,
7
2
3
,
0
0
2
 

1
,
5
0
4
,
5
0
0
 

2
,
0
2
9
,
5
2
4
 

2
0
,
1
9
7
,
9
7
8
 

３
．

簡
易

水
道

特
別

会
計

3
,
5
2
1
,
5
8
6
 

3
,
6
5
7
,
1
5
2
 

4
5
5
,
9
0
0
 

2
1
8
,
5
2
8
 

3
,
8
9
4
,
5
2
4
 

４
．

農
業

集
落

排
水

特
別

会
計

1
8
6
,
5
7
6
 

1
7
3
,
5
0
2
 

0
 

1
3
,
4
1
1
 

1
6
0
,
0
9
1
 

５
．

下
水

道
特

別
会

計
3
3
6
,
8
9
0
 

3
1
5
,
1
2
0
 

0
 

2
2
,
2
2
0
 

2
9
2
,
9
0
0
 

６
．

大
正

診
療

所
特

別
会

計
2
7
7
,
8
8
9
 

2
6
7
,
0
0
0
 

4
1
,
4
0
0
 

1
1
,
1
0
9
 

2
9
7
,
2
9
1
 

７
．

十
和

診
療

所
特

別
会

計
5
,
1
3
5
 

0
 

0
 

0
 

0
 

８
．

水
道

事
業

1
,
0
7
8
,
4
2
4
 

1
,
1
0
8
,
8
0
0
 

1
1
5
,
8
0
0
 

4
5
,
4
4
1
 

1
,
1
7
9
,
1
5
9
 

2
6
,
3
5
9
,
8
5
1
 

2
6
,
2
4
4
,
5
7
6
 

2
,
1
1
7
,
6
0
0
 

2
,
3
4
0
,
2
3
3
 

2
6
,
0
2
1
,
9
4
3
 

一
般

会
計

の
う

ち
、

「
過

疎
対

策
債

」
及

び
「

合
併

特
例

債
」

の
状

況

■
過

疎
対

策
債

当
 
該

 
年

 
度

 
の

 
起

 
債

 
(
借

 
入

)
 
額

2
7
5
,
8
0
0
 

8
6
7
,
6
0
0
 

当
 
該

 
年

 
度

 
の

 
元

 
金

 
償

 
還

 
額

7
6
6
,
5
0
5
 

7
7
4
,
5
9
7
 

■
合

併
特

例
債

当
 
該

 
年

 
度

 
の

 
起

 
債

 
(
借

 
入

)
 
額

1
8
7
,
4
0
0
 

2
2
4
,
8
0
0
 

当
 
該

 
年

 
度

 
の

 
元

 
金

 
償

 
還

 
額

1
6
8
,
6
7
3
 

2
4
4
,
6
1
3
 注

）
各
年
度
の
起
債
(
借
入

)
額
は
翌
年
度
へ
の
繰
越
を
加
味
（
実
際
の
借
入
予
定
年
度
に
計
上
）
し
て
い
る
た
め
、
予
算
計
上
額
と
は
異
な
る

7
1
0
,
3
2
2
 

<
参

考
>
 

　
　
　
起
債
額
の
う
ち
　
↑

　
　
　
翌
年
度
へ
の
繰
越
分
を
除
く

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
↓

起
債
予
定
額
の
う
ち
　
　
↑

前
年
度
か
ら
の
繰
越
予
定
分
を
含
む

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
↓

［
 
平

成
2
8
年

度
末

残
高

]

3
3
8
,
1
0
0
 

6
1
6
,
4
0
0
 

5
,
2
5
0
,
5
6
6
 

6
,
8
0
3
,
1
9
5
 

［
 
平

成
2
6
年

度
 
]

［
 
平

成
2
7
年

度
 
]

［
 
平

成
2
8
年

度
 
]

地
方
債
の
前
々
年
度
に
お
け
る
現
在
高
な
ら
び
に
前

年
度

末 3
3
0
,
3
7
7
 

及
び
当
該
年
度
末
に
お
け
る
現
在
高
の
見
込
に
関
す

る
調

書

平
成
2
8
年
度
中
増
減
見
込
額

会
計

名

普
通

会
計

全
会

計
合

計
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☞
 
地

方
債

発
行

額
及

び
公

債
費

等
の

推
移

（
一

般
会

計
）

単
位

：
 
百

万
円

H
1
9
決

算
H
2
0
決

算
H
2
1
決

算
H
2
2
決

算
H
2
3
決

算
H
2
4
決

算
H
2
5
決

算
H
2
6
決

算
H
2
7
決

算
H
2
8
見

込

1
,
4
1
1
 

2
,
4
2
9
 

1
,
8
7
5
 

2
,
3
0
8
 

1
,
9
8
3
 

2
,
1
8
2
 

4
,
2
4
6
 

1
,
3
3
0
 

1
,
8
1
7
 

1
,
5
0
5
 

①

元
金

2
,
4
3
7
 

2
,
6
2
2
 

2
,
3
4
3
 

2
,
1
7
5
 

2
,
0
2
5
 

1
,
9
2
8
 

2
,
2
9
0
 

2
,
1
4
2
 

2
,
0
4
5
 

2
,
0
2
8
 

②

利
子

3
5
3
 

3
2
5
 

2
9
5
 

2
7
3
 

2
6
7
 

2
5
4
 

2
3
8
 

2
2
6
 

2
0
1
 

1
8
7
 

 
一
時
借
入
金

 
の
利
子
含
む

計
2
,
7
9
0
 

2
,
9
4
7
 

2
,
6
3
8
 

2
,
4
4
8
 

2
,
2
9
2
 

2
,
1
8
2
 

2
,
5
2
8
 

2
,
3
6
8
 

2
,
2
4
6
 

2
,
2
1
5
 

2
0
,
1
1
7
 

1
9
,
9
2
4
 

1
9
,
4
5
6
 

1
9
,
5
8
9
 

1
9
,
5
4
7
 

1
9
,
8
0
1
 

2
1
,
7
5
7
 

2
0
,
9
4
5
 

2
0
,
7
1
7
 

2
0
,
1
9
4
 

③
＝

④
＋

⑤

臨
時

財
政

対
策

債
以

外
1
6
,
7
7
4
 

1
6
,
3
9
2
 

1
5
,
5
5
0
 

1
5
,
2
0
7
 

1
4
,
9
1
2
 

1
4
,
9
4
2
 

1
6
,
8
7
1
 

1
5
,
9
6
3
 

1
5
,
5
6
7
 

1
5
,
0
1
7
 

④

臨
時

財
政

対
策

債
3
,
3
4
3
 

3
,
5
3
2
 

3
,
9
0
6
 

4
,
3
8
2
 

4
,
6
3
5
 

4
,
8
5
9
 

4
,
8
8
6
 

4
,
9
8
2
 

5
,
1
5
0
 

5
,
1
7
7
 

⑤

＊
 
年

度
末

地
方

債
残

高
は

毎
年

度
の

①
と

②
の

差
額

分
増

減

<
参

考
>
 
本

年
度

末
地

方
債
残
高
③
 
＝
 
前
年
度
末
地
方
債
残
高
 
＋
 
本
年
度
地
方
債
発
行
(
借
入
)
額
①
 
－
 
本
年
度
公

債
費

(
元

金
償

還
金

)
②

※
「

 
地

方
債

(
町

債
)
発

　
 
行

額
」

は
、

前
年

度
　

 
か

ら
の

繰
越

分
を

含
　

 
む

実
借

入
(
見

込
)
額

　
 
を

記
載

し
て

い
る

た
　

 
め

、
当

該
年

度
の

予
　

 
算

計
上

額
と

は
異

な
　

 
り

ま
す

。

地
方

債
(
町

債
)
発

行
額

公 債 費

地
方

債
(
町

債
)
残

高

05
,0
00

1
0,

00
0

1
5,

00
0

2
0,

00
0

2
5,

00
0

3
0,

00
0

3
5,

00
0

4
0,

00
0

4
5,

00
0

0

5
00

1
,0
00

1
,5
00

2
,0
00

2
,5
00

3
,0
00

3
,5
00

4
,0
00

4
,5
00

H
1
9決

算
 

H
2
0決

算
 

H
2
1決

算
 

H
2
2決

算
 

H
2
3決

算
 

H
2
4決

算
 

H
2
5決

算
 

H
2
6決

算
 

H
2
7決

算
 

H
2
8見

込
 

③
 地

方
債
残
高
（
④
＋
⑤
）

 
②

 公
債

費
（
元

金
償
還

金
) 

※
利
子
分
除
く

 
①
 地

方
債
発
行

額
 

⑤
 
地
方
債

残
高
の

う
ち

 

 
 
臨
時
財

政
対
策

債
分

 
④

 
地

方
債

残
高

の
う

ち
 

 
臨

時
財

政
対

策
債

以
外

 

地
方
債

発
行

(
借

入
)
額

 

公
債
費

(
元

金
償

還
金

)
 
※

利
子

分
除

く
 

(
単

位
：

百
万

円
)
 

 
地

方
債

残
高

 

<メ
モ

> 

■
 臨

時
財

政
対

策
 

 
 債

と
は

…
 

  
本

来
、

地
方

交
付

税
で

措
置

さ
れ

る
べ

き
額

に
つ

い
て

、
国

の
財

政
事

情
が

厳
し

い
こ

と
か

ら
、

臨
時

的
に

地
方

債
と

し
て

配
分

さ
れ

る
も

の
。

 

 
後

年
度

に
、

元
利

償
還

金
の

全
額

が
地

方
交

付
税

と
し

て
措

置
(交

付
)さ

れ
る

。
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平
成

2
8
年

度
「

四
万

十
町

」
普

通
交

付
税

の
状

況
単

位
：

 
千

円

一
 
本

 
算

 
定

旧
窪

川
町

旧
大

正
町

旧
十

和
村

①
8
,
4
1
0
,
6
4
2
 

4
,
4
5
4
,
6
3
2
 

1
,
9
0
4
,
2
1
9
 

2
,
0
5
1
,
7
9
1
 

7
,
8
2
8
,
8
9
3
 

5
8
1
,
7
4
9
 

 
③

＝
②

×
縮

減
率

 
 
（

1
年

目
▲

1
0
%
）

5
8
,
1
7
4
 

2
8
,
4
6
4
 

1
4
,
0
3
2
 

1
5
,
6
7
8
 

④
＝

①
－

③
8
,
3
5
2
,
4
6
8
 

4
,
4
2
6
,
1
6
8
 

1
,
8
9
0
,
1
8
7
 

2
,
0
3
6
,
1
1
3
 

う
ち

臨
時

財
政

対
策

債
発

行
可

能
額

⑤
3
3
5
,
8
1
9
 

1
9
1
,
3
7
9
 

7
1
,
4
4
6
 

7
2
,
9
9
4
 

3
2
7
,
5
1
0
 

8
,
3
0
9
 

⑥
1
,
6
7
7
,
8
1
3
 

1
,
1
6
0
,
3
6
6
 

2
8
0
,
1
9
8
 

2
3
7
,
2
4
9
 

1
,
6
7
7
,
8
0
4
 

9
 

⑦
6
,
3
3
8
,
8
3
6
 

3
,
0
7
4
,
4
2
3
 

1
,
5
3
8
,
5
4
3
 

1
,
7
2
5
,
8
7
0
 

5
,
8
2
3
,
5
7
9
 

5
1
5
,
2
5
7
 

⑧
＝

⑦
×

調
整

率
6
,
5
9
5
 

　
注

）
上

記
③

縮
減

額
の

計
算

式
は

説
明

用
に

簡
素

化
し

た
も

の
で

実
際

の
計

算
方

法
と

は
異

な
る

。

⑨
＝

⑦
－

⑧
6
,
3
3
2
,
2
4
1
 

合
併

算
定

替
普

通
交

付
税

臨
時

財
政

対
策

債
発

行
可

能
額

計
(
 
実
質
的
な
普
通
交
付
税
 
)

⑩
6
,
2
1
3
,
7
5
3
 

平
成

2
8
年

度
6
,
3
3
2
,
2
4
1
 

3
3
5
,
8
1
9
 

6
,
6
6
8
,
0
6
0
 

⑪
＝

⑨
－

⑩
1
1
8
,
4
8
8
 

平
成

2
7
年

度
（

最
終

決
定

）
6
,
6
5
5
,
2
7
3
 

4
5
6
,
3
7
2
 

7
,
1
1
1
,
6
4
5
 

増
　

減
　

額
（

H
2
8
－

H
2
7
）

▲
 
3
2
3
,
0
3
2
 

▲
 
1
2
0
,
5
5
3
 

▲
 
4
4
3
,
5
8
5
 

増
減

率
(
％

)
▲
 
4
.
9
 

▲
 
2
6
.
4
 

▲
 
6
.
2
 

合
併

算
定

替
と

一
本

算
定

の
　

差
　

額
（

Ａ
－

Ｂ
）

旧
３

町
村

計
（

Ａ
）

四
 
万

 
十

 
町

（
Ｂ

）

決 定 額 内 訳

基
準

財
政

需
要

額
(
縮

減
前

)

基
準

財
政

収
入

額

縮
減

額

基
準

財
政

需
要

額
(
縮

減
後

)

交
付

基
準

額

調
整

額

交
付

決
定

額

９
月

補
正

後
予

算
計

上
済

額

差
引

留
保

額

＊
「

基
準

財
政

需
要

額
」

及
び

「
基

準
財

政
収

入
額

」
は

「
錯

誤
措

置
額

」
加

算
後

の
額

項
目

計
算

式

合
併

算
定

替

◆
 
合

併
算

定
替

と
は

 
…

　
通

常
は

合
併

後
の

普
通

交
付

税
が

合
併

前
の

合
算

額
を

下
回

る
こ

と
に

な
る

が
、

合
併

に
よ

っ
て

交
付

税
　

（
 
上

表
Ａ

欄
 
）

　
　

　
が

急
激

に
減

少
し

な
い

よ
う

に
、

合
併

後
1
0
年

間
に

限
り

合
併

し
な

か
っ

た
場

合
の

交
付

税
額

（
合

併
前

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
の

市
町

村
単

位
で

算
出

し
た

交
付

税
の

合
算

額
）

を
全

額
保

障
す

る
も

の
。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
ま

た
、

合
併

後
1
1
年

目
以

降
に

つ
い

て
も

、
一

本
算

定
(
合

併
後

の
本

来
の

交
付

税
額

)
ま

で
急

激
に

減
少

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
し

な
い

よ
う

、
激

変
緩

和
措

置
に

よ
り

段
階

的
に

縮
減

さ
れ

る
。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 
　

【
縮

減
率

】
1
年

目
▲

1
0
%
→

2
年

目
▲

3
0
%
→

3
年

目
▲

5
0
%
→

4
年

目
▲

7
0
%
→

5
年

目
▲

9
0
%
→

6
年

目
▲

1
0
0
%

◆
 
一

 
本

 
算

 
定

 
と

は
 
…

　
合

併
後

の
人

口
等

に
応

じ
て

算
出

さ
れ

た
本

来
の

算
定

額
　

（
 
上

表
Ｂ

欄
 
）

算
 
定
 
替
 
④
-
⑤
-
⑥
 

一
本
算
定
 
①
-
⑤
-
⑥
 

②
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